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2 (102) 第 114巻嘗3・4号
表I 償却資産=資本再評価必要論の論拠の会構成
規範認識としての 現状認識としての























資産再評圃の政策評価 (103) 3 
表 E 全産業主要企業における資産=資本構成比率 (%) 









(うち土地) (3.6) I (3.6) I (3.5) 
喜望管室) 0.8 0.7 0.7 
投 資 11.8 12.3 12.1 17.5 17.5 17.0 
棚卸資産 12.6 12.5 13.1 
当座資産 38.8 39.5 40.3 流動負債 50.5 51.3 52.6 
流そ動の 他資産














































































6 (106) 第 114巻第3・4号

























7) 木村，前掲浦空， 9へー 乙人
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(. k ¥ 非減価性の土地を示す A，に，L，[l-:lを土地保有のために借入れている他¥ n I 
人資本を示すんに， さらに (1+がを土地〈取得時基準の〕価格指数を示す
(1+p')に慣換えると，
A2(1+〆)=L，+ L，g+ A，Cp' -gう (8) 
となるが，この(8)式は，土地の場合にも，償却資産の場合と同じように，実体






={Ll( 1一子)+L2}+{Ll(1-~ )+L2}g 














































































12 (112) 第 114巻第3田4号
が保有している有形固定資産にかかわる債務者利得相当額だけ増額修正される
ため，金融機関と政府は，それぞれが保有している特定の金融資産負債のバラ
ンλ関係がレベル・アップして保持されるので，損益にはなんらの影響もうけ
ないのに，企業の保有している有形固定資産にかかわる債務者不IJ得はそれに相
当する負債の増加に置換えられて自動的に解消し，それと同時に， その非自発
的贈り手であった国民大衆が保有している特定可能預金などの目減りも自動的
に補填されるからである。
ところで，企業の保有する有形固定資産(特に土地〕にかかわる保有利得の
場合は， これまでその還元方式について考察してきた債務者利得とはちがって，
その源泉において被収奪者として保有損失を負担している非自発的贈り手を特
定することはもちろん，彼等に還元すべき保有損失補償額を個人別に認定する
こともきわめて困難である。したがって，その場合には，イ Yフレ-"';"-:3:/過
程でいためつけられた「社会的弱者」をその非自発的贈り手とみなして，彼等
に政府の手を通じて一一具体的には，企業の保有する有形固定資産〔特に土地)
にかかわる保有利得にたいし(インフレ シ翠ン過程でいためつけられた「社会的弱
者」の救済に当てる目的税として〉法人税なみまたはそれを上廻る高率の再評価税
を課し，それを全額繰入れた特別会計または特別基金を通じて一一間接的に総
体として還元していくべきであろう。
以上が， 分配の公正を求め-C， 現代総合研究集団〈事務局長=長州一二・横浜
国立大学教授〉が昭和49年3月に発表した緊急提言『国民福祉基金を創設せよ」
や吉野俊彦・山 証券経済研究所理事長の提言を参考にしながら，筆者なりに
イY フレ〔効果〕中立化政策として構想してみた固定資産再評価・差額分配政
策の基本内容である。
